
相続税改正　特別レポート
相続税増税で何が変わる！？
相続税を減らし、揉めない
円満な相続を実現する秘訣
このレポートは、相続税改正に関する話と
『一体どのように対策をしていけばいいのか？』をまとめたものです。
このレポートを読む事によって
・相続税改正は一体どんな内容で、どう対策を立てたらいいのか？
・どうやったら相続税の負担を減らし、払うお金を少なくできるのか？
・なぜ『相続税のかからない人』も相続の事を考える必要があるのか？
このようなことがわかるようになっています。
◇2015年1月1日より、相続税が増税になりました！
『相続税が上がる』
最近、あなたもこの話をテレビや雑誌で見聞きしたことはありませんか？
2015年1月より、相続税が改正され増税になります。消費税に加えて、相続税の負担も増える、そんな世の中になってしまいました。。
どのように相続税が変わったのかということですが、噛み砕いて簡単にお伝えすると・・・
『相続税がかかる人が増えます。
そして、相続税の負担額も大きくなりますよ』
ということです。
この改正によって、相続税がかかる人はより多くの相続税がかかるようになります。また、今まで相続税のかからなかった人も相続税がかかる可能性も出てきます。
日経新聞によれば、相続税の課税対象世帯は現状の630万世帯から、約1220万世帯となる見込みだそうです。（特に三大都市圏が390万世帯（全体の70％）増加するため、２人に１人は相続税の申告が必要になると試算しています。）
「相続税なんて一部のお金持ちだけが払うもので、自分には関係のない話」そんなイメージを持っている方も多いと思いますが、今回の改正によって相続税がグッと身近なものになります。
あなたにとっても、無縁な話ではありません。
そこで、このレポートでは『相続税を減らし、円満な相続を実現する方法』についてお伝えしていきます。
このレポートを読むことによって・・・・
✔相続税の増税で一体何が変わるのか？そして、どうすればいいのかがわかる
✔増税によって相続税がかかる場合も、相続税を0円にする方法がわかる
（相続税が多くかかる場合は、数百万・数千万円もの相続税を減らす方法がわかる）
✔相続の対策をする為に、具体的にどう行動すればいいのかがわかる
このような結果を得ることができるようになっています。そして何より、このレポートで書かれていることを知ることは、兄弟姉妹との仲を悪くせずに円満な相続を実現することに繋がってくるはずです。
よく相続の現場では、相続が発生することで「兄弟が他人の始まり」になってしまう、ということが言われています。
今まで仲が良かった兄弟でも、相続をきっかけにして骨肉の争いを繰り広げてしまう場合がよくあるのです。（なぜこのようなことが起こってしまうかは後でお伝えしますね。実は、相続税がかからない場合でも争いになってしまうことも多いのです）
あなたは兄弟姉妹と仲良くしたままで一生を終えたいですか？それとも、ケンカをしたままで一生を終えたいですか？
・・・もしあなたが仲良くしたまま一生を終えたいのなら、是非このレポートを読み進めて下さい。きっと、あなたの役に立つことが書いているはずです。さらに、この内容を知ることで相続税を100万、200万円（場合によってはそれ以上）と節約したり、相続税をかからないように上手く対策を立てることができるようになります。
ちょっと複雑でわかりにくそうなテーマなので、なるべくわかりやすくお伝えしていきたいと思います。相続は、いつか必ず起こるものです。なので、その時になって困ることがないよう、先延ばしにせずに一緒に理解を深めて行きましょう！
◇相続税改正で、一体何が変わるの？
まず気になるのは、今回の相続税の改正の内容ですよね。一体、どのように今後相続税が変わってくるのか？改正の内容を見て行きたいと思います。
ただ、まず最初に前提知識として相続税のかかる仕組みについてお話しますね。
相続税というのは、『相続財産の合計』から『基礎控除』というものを引いた額に対して課税されるという仕組みになっています。
聞き慣れない言葉が出てきましたね。『基礎控除』というのは、”この分は税金がかかりませんよ”という額のことです。今までの基礎控除は、
5,000万円+（1,000万円×相続人の数）
という形になっていました。例えば、相続する人が自分と兄の二人だった場合、
5,000万円+（1,000万円×2）=7,000万円となります。
この場合、相続財産の合計が7,000万円以下であれば相続税は0円になり、7,000万円を超えれば相続税がかかる、ということになります。
この『基礎控除』があるおかげで、多くの人は相続税を払わずに済んだのです。
しかし、今回の相続税の改正でこの『基礎控除』が変更されました。改正後は・・・
3,000万円+（600万円×相続人の数）
という計算式になります。
先ほどの相続する人が自分と兄の二人の例で言うと、基礎控除は
3,000万円+（600万円×2）=4,200万円にまで減ります。
なんと、この場合だと2,800万円も減っています！
このように基礎控除の額が減ると、『相続財産の合計』から『基礎控除』を引いた額がプラスになる世帯が急激に増えます。
これが、相続税の増税の概要です。他にも細々とした変更はいくつかありますが、この基礎控除の変更が最も大きなポイントになります。
◇相続税は、事前の対策で減らすことができます
しかし、ご安心下さい。相続税が増税になっても、事前に適切な準備をすれば相続税を劇的に減らすことができるようになります。
「相続税が少しかかってしまう」家庭ならば、相続税を0円にすることも十分に可能です。相続税がたくさんかかってしまう家庭であっても、適切な対策をすることで数百万円・数千万円の相続税の引き下げを行なうことができます。
それは一体どのような方法なのか？
これからお伝えしていきます。
◇生前贈与を活用して相続税を劇的に減らす
まず一つ、最も簡単に実行できるのは、『生前贈与』と呼ばれる方法です。
これは、『生きている内に相続財産を次の世代に渡す』というものです。
贈与をする場合、通常は『贈与税』という税金がかかります。しかし、贈与には『非課税枠』というものが存在し、贈与する相手1人につき年間110万円まで無税で贈与をすることができます。
この仕組みを活用すれば、相続税のかかる財産を税金のかからない形で移転をすることが可能なのです。
例えば3人の子供に毎年110万円ずつ10年間贈与し続けると、合計3,300万円の財産を無税で贈与することができす。もし30%の相続税がかかる家庭（相続財産5,000万円以上、1億円以下の場合）ならば、この対策を行なうことで990万円も相続税を軽減することができます。
『相続財産』から『基礎控除』を引いた額が少ない場合は、贈与を活用することで相続税を0円にすることも可能です。
ただ、贈与を行なう場合は”記録を残す”ことが大切となります。贈与契約書を作成したり、振り込み記録を残すことが必要です。また、贈与には贈与を受ける人が「贈与を受けた」としっかり認識をしている必要があります。
さらに注意しておきたいのは、毎年同じ時期に同じ金額を贈与する場合です。例えば毎年12月1日に100万円の贈与を10年間続けた場合、税務署から「これは、1,000万円を一括で渡しているのと変わりませんよね？」と言われてその分の贈与税を徴収されてしまう可能性があります。
そうならない為には、時期や金額をずらしたらり、110万円を超える贈与を行い、贈与税を払って記録を残す等の工夫をするのが良いでしょう。
ただ、現金の贈与のデメリットとして「相続が発生した時点から遡って3年以内に子供など相続人に贈与されたものは、 贈与がなかったものとされ、相続税の対象になる」ということがあります。
生前贈与を行なう場合は、なるべく早く、計画的に進めていきたいですね。
また、この方法を使う時に気になってしまうのは、「現金をそのままあげたら、ムダに使ってしまうのでは？」ということです。現金を直接渡したあとに無計画に散財をされてしまうと、『節税の為に現金を渡したのに、納税の為の資金がなくなってしまう』という事態にもなりかねません。
◇実は、生命保険は相続税対策の万能選手！？
しかし、この問題を解決し、さらにプラスの効果が得られるとっておきの方法があります。それは、生命保険を活用して生前贈与を行なう方法です。
『生命保険を相続対策に使う』
と聞くと、「えっ、どういうこと！？」と驚くかもしれません。しかし、あまり知られていませんが生命保険は相続対策を行うにあたって大活躍をしてくれる優れモノなのです。
なぜかというと、理由は3つあります。
1 生前贈与をトラブルなく進められる
現金をそのままお子さんに渡した場合は無駄遣いをされてしまう可能性がありますが、生命保険を使えばそういった心配はありません。現金を贈与して、そのお金を生命保険に入れて行くという形にすれば確実に財産を渡していくことが可能です。
②非課税枠を活用できる
生命保険には、500万円×相続人の数の『非課税枠』が存在します。例えば、相続をする人が3人いる場合は、1,500万円が非課税枠になります。つまり、生命保険を活用すれば最大で1,500万円分相続税の節税ができるのです。
生命保険は日本で唯一、税金の特例が認められる金融商品と言えます。何のリスクもなく相続税を少なくすることができるので、この性質を使わない手はありません。
30%の相続税のかかる家庭（相続財産5,000万円以上、1億円以下の場合）で相続をする人が3人なら、生命保険を活用することで450万円も相続税を減らすことができるのです。
③納税資金の確保ができる
生命保険を活用した場合、亡くなった時にはすぐに保険金がおります。そして、その保険金を納税資金をはじめ、葬儀費用などにも充てることが可能です。
このように、生命保険を活用することで得られるメリットはたくさんあります。ただ、こちらも注意しておかなければいけないのは、『早めに準備をすること』が重要だということです。いくら生命保険が相続対策として有効でも、行動をするのが遅すぎると上手くそのメリットを活かすことはできません。
※生命保険の活用については、少し複雑な話かと思います。詳しく知りたい方は直接ご説明しますので、お気軽に聞いて下さいね。
◇相続対策は『早めの準備』がものすごく大事です
以上の方法は、誰でも簡単に相続税の負担を減らすことができる方法です。
しかし、注意して頂きたいのは、これらの方法は『早めに行なわないと意味がなくなってしまう』ということです。
現金を贈与するにも、相続発生から3年前までの贈与は相続財産と見なされてしまいます。生命保険に加入するにしても、健康状態によっては選択肢が狭くなってしまうのです。また、認知症になってしまったら、贈与という行為自体をすることができなくなってしまいます。
人生、いつ何が起こるかは誰にもわかりませんよね？
だから、今出来ることは今行なうべきなのです。
「あの時ああしてれば払う相続税が640万円も少なくて済んだのに！」ということはよくある話です。あなたもこうなる前に、適切な対策を行なうことをお勧めします。
◇不動産の整理を検討しておくことも大事
相続税を減らし、円満な相続を実現する為には、不動産の整理を行なうことも重要です。
なぜなら、今回の相続税の改正の中で『取得費加算の特例』というものが見直しになったからです。
さて、また専門用語が出てきましたのでちょっと説明をしていきましょう。
『取得費加算の特例』というのは、簡単に言うと”相続が発生した後に土地を売った場合はかかる税金が安くなりますよ”という制度です。通常、土地を売ると売って出た利益に対して譲渡所得税という税金がかかります。しかし、土地に対して相続税がたくさんかかる場合は、その分を考慮して税金が安くなるのです。
これまでは、この『取得費加算の特例』の適用範囲が広かったので『土地は相続が発生してから売却した方が有利』というのが普通でした。
しかし、今回の見直しによってこの『取得費加算の特例』の適用範囲が狭くなってしまったのです。これは、特に土地を多く持っている方にとっては大きな影響があります。今までは相続発生後に売った土地に関しては税金があまりかからなかったのが、これからはかかる税金が増えてしまうのです。
なので、場合によっては生前に土地を売却して、生前贈与をしていった方が有利なこともあります。
不動産を整理しておくことは円満な相続を実現する為にもとても大切です。（相続で揉める原因に最もなりやすいのは、不動産です。）
こちらも早め早めに準備をしておきたいですね。不動産も、後になって「あの時こうしていれば・・・」と後悔してからでは遅いのです。早めに対策を立てて行くのに越したことはありません。
◇こんな話には要注意！
ここまで、生前贈与についてお話をしてきましたが、次に『こんな話には要注意！』というお話をしていきたいと思います。
実は、巷では良く言われているけれど、専門家の目線から見たら「それは違うでしょ！」と思ってしまうことが多くあるのです。
これを知らなければ、相続の時に『こんなはずじゃなかったのに・・・』と泣き寝入りをしまうかもしれません。なので、あなたがそういった後悔をしないようにお伝えしていきたいと思います。
■『借金をすれば相続税が安くなる』はウソ！
「借金をすれば、その分相続税が安くなる」という話についてですが、これは真っ赤なウソです。借金をすれば相続税が安くなるということはありません。
では、なぜ『借金をすれば相続税が安くなる』ということがよく言われるのでしょうか？これは、アパート・マンションの建設の話が関わってきます。
細かい話は省きますが、アパート・マンションの建設をすると、土地と建物の評価の仕方が変わり、評価額が下がります。1億円の土地に1億円の建物を建てて賃貸に出した場合、条件にもよりますが約1億2千万円程度に評価が下がるのです。これは、土地や建物の評価のされ方が変わることが理由です。
アパート・マンションの建設を行なう際は借金（借り入れ）をする場合が多いため、これらの話が簡略化されて「借金があれば、その分相続税が安くなる」という話になってしまっているのだと思います。
なので、安易に「相続税が減るんだったら借金をしても良いかも！」と思わないようにすることが大切です。
· 『アパート、マンションの建設が有効』という話を
　鵜呑みにしてはいけない！
これは、上でお伝えしたことと少し関連する部分です。
あなたは、『相続対策としてアパート・マンションを建てませんか？』というセリフを聞いたことはありませんか？
相続が話題になっている今は特に活発にアピールがされているようです。しかし、注意して頂きたいのは、そういった業者は『アパート・マンションを建設すること』で利益を得ているということです。
『アパート・マンションを建設すること』がゴールになっているので、一度売れてしまえばお客さんの相手に時間を割いてはくれません。それよりも、新たにお金をもたらしてくれる新規のお客さんに熱心になります。
果たして『相続税対策を売り文句にしてアパート・マンションを売りたい』とだけ考えている人が、あなたの将来のことを本気で考えてくれるでしょうか？
私は、そんなことはないと思います。アパート・マンションの建設は確かに相続税対策にはなりますが、それしか考えていないと長期的には「やっぱりやるんじゃなかった・・・」と後悔することになってしまいがちです。
アパート・マンションを建設し、賃貸として収益を上げるのは1つの”事業”です。全てが簡単に進んで行くわけではありません。きちんと事業計画を立て、手間と時間をかけていかなくてはならないのです。
なので、良いことばかり言う業者の言うことは鵜呑みにせずに、しっかりと長期的な視野で「本当に自分の為になるのか？」を考えた上で決定をしていく必要があります。
· 孫への教育資金の一括贈与は行なわない方がいい！？
金融機関がさかんにアピールしている方法として『孫への教育資金の一括贈与』という方法があります。
これは、孫に教育資金を贈与する場合は、最大で1,500万円まで非課税で贈与ができますよ。という制度です。
一気に財産を無税で移転することができるので、一見すると便利な方法のように思えますが、実はデメリットが多いのです。
例えば・・・
· 教育資金以外の用途でお金を引き出すことができなくなる
· お金を使い切れなかった場合には、余った分だけ贈与税がかかる
· 不公平な贈与になってしまい、相続の時に揉める種になってしまう
このようなデメリットがあります。また、この制度を使わずとも、「扶養義務者相互間において生活費又は教育費に充てるためにした贈与により取得した財産のうち通常必要と認められるもの」については贈与税の対象とならないと定められています。
つまりどういうことかというと、生活費か教育費に使うお金であれば、この制度を使わなくても贈与税がかからずに贈与を行なうことができるのです。これは、上で述べた毎年110万円の非課税枠とは別のものです（両方同時に使うことができます）。
なので、差し迫った必要性がない限り、この制度を使わずに必要になったら都度贈与をする方が得策の場合が多いのです。
元々この制度自体が、金融機関が顧客の囲い込み（金融機関は贈与者の子と孫を顧客にできる）の為に使いたいという要望が強くあったこともあってできた制度です。その点を頭に入れておくと良いでしょう。
◇相続税がかからない家庭の方が相続で揉める？
ここまで、相続税に関するお話をしてきましたが、
「ウチは大した資産がないから、相続税なんて無関係」
こう思われる方も多くいらっしゃいます。
しかし・・・はっきり言いましょう。
その考えは間違いです。
実は、相続税がかからない場合の方が揉めるケースが多いのです。
「え、どういうこと？相続のトラブルは、相続税のかかるような家庭の話じゃないの？？」と思われたかもしれませんね。
そこで、よくある話をストーリー仕立てにしてお伝えしたいと思います。
◇家族の仲が良かった安田さん一家のケース
先日亡くなった安田啓次さん（82歳）には、長男の良和さん（52歳）、長女の由美子さん（48歳）、次男の正人さん（46歳）の子がいました。
啓次さんには財産として自宅（時価4,000万円）と500万円の預金がありました。長男の良和さんには、妻と二人の子どもがいて、良和さんの自宅で同居をしていました。
由美子さんは結婚して夫の持ち家に住んでいて、正人さんも結婚し、マンションを購入して生活をしていました。
亡くなった啓次さんは生前、「うちの家族は仲が良いから、相続でもめることはないよ」と常々言っていて、遺言は残していませんでした。
事実、啓次さんの生前は、由美子さんも正人さんも、「自宅は親と同居している兄・良和さんが引き継げばいいんじゃないか」と言っていたので、誰もが相続紛争になるとは思っていなかったのです。
しかし、啓次さんが亡くなると、次男の正人さんが「良和兄さんが自宅を相続するのであれば、やっぱりきちんと僕のもらえるはずの相続分の3分の1を金銭で清算してほしい」と言い出したのです。
なぜこのような話になったのかというと、事情はこういうことです。正人さんは自営業を営んでいたのですが、ここ最近は業績がふるわず、実入りの少ない生活をしていました。しかし、そんな苦しい中、正人さんの2番目の子が東京の私立大学に入学したいと言ってきたのです。
親として子どもの想いを尊重したいという気持は強くありましたが、金銭的な余裕がなく、子どもにはその大学への進学を断念してもらおう・・・と考えていた矢先、相続の話が舞い込んだのです。
始めは正人さんも、「兄が相続をすればいい」と言っていた手前、いまさら相続分の主張はできないと考えていました。
しかし、正人さんの妻である恵子さんに、「相続分の3分の1は認められた権利だよね？権利を主張することがそんなに悪いことなの？それで子どもの進学機会を奪うなんて、私たち家族とお兄さんとどっちが大切なのよ！」と言われてしまいました。
こうして正人さんは、良和さんに「やっぱり財産の3分の1は欲しい」よ言い始めたのです。さらに、それを聞いた長女の由美子さんも「だったら私も財産の3分の1が欲しい」と言い始めるようになってしまったのです。
しかし、長男の良和さんとしては、弟、妹の相続分を清算するとなると、自宅を売却せざるを得なくなってしまう。「お父さんが生きていたときは、私が相続すればよいと言っておいて、亡くなったとたんに自分の相続分を主張してくるなんてあり得ない・・・」良和さんはがっくりと肩を落としました。
こうして、安田さん一家は相続紛争に突入してしまったのです・・・
◇相続で揉めない為に必要なこととは？
いかがでしょうか？こういったケースは、実はよくあることなのです。
遺産分割事件の遺産額についてまとめた統計によると、遺産額が5,000万円以下の事件が74%を占めています。相続税がかかるかどうかと、相続で揉めるかどうかは関係ありません。
相続税を減らしたりする『相続税対策』と相続で揉めないようにする『相続対策』はまた違ったものなのです。
では、一体どうすれば良いのでしょうか？どうすれば、家族の仲が悪くならずにみんなで円満な相続を実現することができるのでしょうか？
· まずは、相続財産の確認を行なう
その答えはその家庭によって変わってきますが、まずは『相続財産の確認』を行なうことが非常に大切になってきます。
相続財産にはどのようなものがあり、それぞれが大体いくらの評価になるのか？
これを確認していくのです。
相続財産の確認を行なえば、一体どれくらいの相続税がかかるのかがわかり、円満な相続を実現する為の道のりも見えてきます。
また、早めに相続財産を確認することによって、適切な対応もできますし、将来的に揉めないように遺言を作成したり、不動産を整理することもできます。
では、一体どのようなものが相続財産になるのでしょうか？
相続の対象になる財産を一緒に見て行きましょう。
相続の対象になる財産は・・・
・土地
・建物
・預貯金
・有価証券（株、投資信託など）
・ゴルフ会員権・特許権などの権利
・車・貴金属・骨董品等
・生命保険金、死亡退職金など（みなし相続財産）
このようなものがあります。
預貯金などは金額がそのまま評価額になりますね。
土地などの金額が決められていないものについては、決められた方法に基づいて『これくらいの価値がある』という計算を行なうことになります。土地についてのおおまかな評価額としては、実勢価格（実際に売った時の値段）の7割〜8割くらいになります。
· ただし、亡くなった方とこどもが同居をしていた場合、その土地については『小規模宅地の特例』というものを使って評価額を大幅に減らすことができます。これは、『相続税を払う為に土地を売却してしまう必要性が出てくると、親と一緒に住んでいた土地を手放すことになってしまうかもしれない。だから、その土地を引き継ぎやすいように優遇してあげよう』という制度です。この制度を上手く使うことも、相続税対策の大きなポイントになります。
このような相続財産を確認し、全体の財産の内容や評価額を知ることで「じゃあ、どうすればみんな幸せな相続を実現できるのか？」ということが見えてきます。
相続財産がわからなければ、対策のしようがありません。なので、まずは『相続財産の確認』を行なうことが大切だということを覚えておいて下さい。
◇相続の悩みは誰に相談すればいいの？
ここまで相続についてのお話を色々としてきましたが、
『自分で全部考えてやるのは大変そう・・・』
というのが正直な所ではないでしょうか？相続に関する法律や決まり事はたくさんあり、例え勉強したとしても自分だけではカバーできないのが現状だと思います。
それに、人生でそう何度も相続を経験することはないですから、わからないことが多くても当然ですよね。
そこでお勧めしたいのは『相続についていつでも相談できる専門家を見つける』ことです。自分でわからないことや、自分だけではできないことは、専門家に任せた方が安心ですし、間違いも少なくて済みます。このような相談相手を見つけることができるかどうかが、円満な相続を実現できるか
では、どのような専門家に相談するのがいいのでしょうか？
ちょっと考えてみて下さい。
・・・
どうでしょうか？あなたは、すぐに誰に相談すべきかを思い浮かべることができましたか？それとも、思い浮かべることができませんでしたか？
もし思い浮かべることができなくても、心配しないで下さい。相続に関する専門家はたくさんいるので、誰に相談すればいいのかわからないのが普通なのです。
ただ、誰に相談すればいいのかわからいままでは仕方がありませんから、今からあなたに『相談する専門家を選ぶ方法』をお伝えしていきたいと思います。
◇相続の相談ができる専門家を見つけるには？
相続の相談ができる専門家を見つける為には、まずはそれぞれの専門家がどのようなことができるのかということを把握する必要があります。
なぜなら、病院も専門によって内科・外科・耳鼻科・皮膚科と分かれているように、相続の専門家もそれぞれ専門が違い、得意なこととそうでないことがあります。
相談すべき専門家を選ぶ為には、それを知っておくことが大事です。
これから１つ1つ一緒に見て行きましょう。
■税理士の場合
税理士は、その名の通り税金に関することが得意な専門家です。税理士は相続において『相続税の申告業務』を行なうことができます。これは、他の専門家には行なうことができません。
ただし、気を付けて頂きたいのは税理士は『相続税』のプロであって『相続』のプロではないということです。税金のことはわかっても、不動産や遺言などの知識は業務には関係ない為、あまり詳しくない場合があります。
また、税理士は相続税の申告を仕事にしているので、相続税のかからない場合は
「相続税がかからないから大丈夫です」と言われて詳しい話ができない場合もあります。
しかし、あなたにとって大事なのは「相続税がかかるかどうか」ではなくて
「相続を円満にできるかどうか」ですよね。このことから、税理士に相談するのに向いているのは、『相続税がかかるのがわかっていて、その申告の手伝いをして欲しい』という人です。この目的を明確に持っている場合は、税理士に相談されるのが良いでしょう。
■司法書士の場合
相続において、司法書士の仕事は主に3つあります。
・遺言の作成
・相続放棄の手続き
・相続登記の手続き
これらの業務を行なうことができるのが司法書士です。
簡単に言うと、司法書士は『相続に関わる法律的な書類の作成を手伝ってくれる人』です。なので、こういった手続きに関することには深い知識を持っています。ただし主となるのは『手続きを行なうこと』になるので、『その手続きを行なうことでどうしたいのか？』ということは自分で考える必要があります。
例えば、遺言を作成する場合は『この内容で手続きをして下さい』とお願いする場合はスムーズですが、『遺言の内容はどうしたらいいですか？』ということはある程度自分で考えなければなりません。
つまり、司法書士に相談するのが適しているのは、『何を司法書士に頼むのかがはっきりしていて、どんな内容で手続きをして欲しいのかがわかっている』場合です。この場合は、司法書士に相談をするのが良いでしょう。
■弁護士の場合
弁護士は、法律的なアドバイスが得意な専門家です。
特に、相続でもめ事が起こってしまい、法律的な手段で解決をしないといけない場合に活躍します。
また、弁護士の特徴として、弁護士は『依頼者を守る立場』だということが挙げられます。例えば相続人が3人の息子兄弟だった場合、長男が弁護士に相談したら弁護士は『長男の利益が最大になるように』動きます。
なので、『家族全体で仲良く相続を実現したい』と考えている場合は、ちょっと相性が合わないかもしれません。逆に、ある程度法律的に争う事が決まってしまっている方には向いていると言えます。
■相続専門のファイナンシャルプランナーの場合
なかなか目にすることは少ないと思いますが、相続を専門とするファイナンシャルプランナーもいます。実は言うと、私はこの立場になります。
相続専門のファイナンシャルプランナーができることは、以下のようなことです。
・相続の問題点の整理、解決方法の提示
・相続後のお金のこと（相続した資産の使い方や生活資金のこと）の相談
・円満な相続までの最適な道筋を立て、専門家と連携しながら実行をしていく
ただし、ファイナンシャルプランナーは特定の業務を行なうことができない為、相続税の申告や遺言の作成などを行なうことができません。
なので、イメージとしては『専門業務はできないけど、全体の問題を解決する為に2人3脚で一緒に走ってくれる人』だと思ってもらえるとわかりやすいと思います。
（ただし当事務所では、専門業務もスムーズに行なえるように各種専門家と提携を
しているので、スムーズに手続きを行なうことができるようになっています）
また、専門業務を持たないということは、裏を返せば特定の業務にとらわれずにお客様の立場に立って相談ができるということです。
例えば、税理士の場合は相続税の申告ができないと仕事になりませんが、当事務所ではそういった縛りがありません。なので、本当にお客様の立場に立ったアドバイスができます。
なので・・・
「相続に関して不安があるけど、何をしたらいいのかわからない」
「全体的な目線から解決までの道筋を教えて欲しい」
「そもそもどんな専門家が必要なのかがわからない」
このような状況であれば、相続専門のファイナンシャルプランナーに相談するのも
良い方法です。
もしこのような状況でしたら、ご相談下さいね。
専門家の力が必要な時も『どの専門家を力が必要なのか』や、逆に『どの専門家の力は必要ないのか』をお伝えできるので、最低限の労力と費用で済むようにもなります。（必要のないものにお金を払っても仕方がないですよね？）
◇おわりに
ここまでお読み頂きありがとうございました。このレポートが、あなたの役に立てば幸いです。
ただ、もしかしたらこのレポートを読んで、
「うちの場合はどうなるのか詳しく知りたい」
「自分だけじゃできない部分があるから専門家の助けを借りたい」
「具体的に今からどんな対策や準備ができるのか知っておきたい」
と思われたかもしれません。
実際に、今私の所には相続税の改正に伴ってこのような相談が急増しています。多くの方がこれからの相続について不安を感じられているようです。
そこで、このレポートを読まれた方に限り、○月○○日までの期間限定で無料にて相続に関するご相談を受け付けさせて頂きます。
通常は60分10,000円の相談料金になりますが、○月○○日までにお申し込みを頂けましたら、特別に無料で相談をすることが可能です。
もしちょっとでも相続に着いて不安なことや悩むことがあれば、その不安の解消する方法や悩みを解決する手段をお伝えすることができます。また・・・
· 相続財産の詳しい評価の方法を教えて欲しい
· 自分の場合は相続税がかかるのかどうかが知りたい
· 相続税がかかる場合は、どうすれば減らすことができるのか教えて欲しい
このようなお悩み・要望にも答えることが可能です。
場合によっては、相続対策の実行援助をしたり、専門家と一緒に動いて問題の解決を行なうこともできます。
このレポートでもお伝えした通り、円満に相続を実現させる為の秘訣は『早め早めに準備をすること』です。後になってから『あの時にああしていれば・・・』と後悔しても遅いのです。また、病気をしたり、認知症になってしまい相続対策をしようにもできなくなってしまう危険性もあります。
ご相談をお希望される方は、00-0000-0000までお電話頂くか、同封のお申し込み用紙にお名前と連絡をご記入の上FAXにてご送信頂ければと思います。
私は、相続の問題で苦しい思いをしたり、家族の関係に大きなヒビが入ってしまった人を何人も見てきました。そういった人を見るといつも「もっと早く相談をしてくれていればこんなことにはならなかったのに・・・」という悔しい思いがこみ上げてきます。
あなたには、そんな苦しい思いはして欲しくありません。
今回の相続税の改正は、相続について真剣に考える良いきっかけにもなります。ご相談を頂ければ必ずお役に立てると思いますので、是非お気軽にご連絡下さい。
相続診断士事務所　ライブリッジ
代表　相続診断士　川口宗治

